
【 政策名 】 【 施策名 】 【 事業名 】 【 事業費 】

（千円）

施策関連事業 284,801

１　自らの未来を主体的に切り拓
　　き、秋田を支える気概に満ち
　　た人材の育成　　

２　子ども一人一人に応じた教育
　　の充実と確かな学力の定着 学力向上推進事業 3,268

３　世界で活躍できるグローバル
　　人材の育成

４　豊かな人間性と健やかな体の
　　育成

５　子どもの成長を支える魅力的
　　で良質な学びの場づくり

６　地域社会と産業の活性化に資
　　する高等教育機関の振興

７　地域を元気にする住民参加
　　の学びの場と芸術・文化に
　　親しむ機会の提供

６　
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（様式１）

政策評価（令和３年度）

１　政策の目標（目指す姿）

○

○

○

２　政策を取り巻く社会経済情勢

○平成29年６月 ・

○平成30年４月 ・

○平成30年６月 ・

・

○平成31年４月 ・

○令和元年７月 ・

○令和２年４月 ・

・

○令和２年５月 ・

○令和３年３月 ・

○令和３年４月 ・

・

３　政策を構成する施策の推進状況

３－１　施策評価の結果

※施策評価の結果：「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階で判定した結果

政策評価調書

　戦略６ ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

　幹事部局名 教育庁 　評価者 企画振興部長 　評価確定日

ふるさとを愛し、秋田を支える自覚と未来を切り拓く気概に満ちた、確かな学力・豊かな心・健やかな体を備えた人
材を育成します。
実践的な英語力や問題解決力はもとより、国際感覚や世界的視野を身に付けたグローバル社会で活躍できる人材を育
成するとともに、県民の国際理解を促進します。
地域のニーズを敏感に捉えながら、県内産業や地域社会を将来にわたって発展させるために、大学等による教育・研
究・社会貢献活動の充実を図ります。

小学校学習指導要領の一部改訂により、小学校で「特別の教科　道徳」が全面実施された。

中学校学習指導要領の一部改訂により、中学校でも「特別の教科　道徳」が全面実施された。

新学習指導要領が中学校で全面実施された。

施策評価の結果

Ｈ３０ Ｒ１（Ｈ３１） Ｒ２（Ｈ３２） Ｒ３（Ｈ３３）

施策6-1
自らの未来を主体的に切り拓き、秋田を支える気概に満
ちた人材の育成 Ｂ Ｂ Ａ －

施策6-2 子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着 Ｂ Ｄ Ｃ －

施策6-3 世界で活躍できるグローバル人材の育成 Ａ Ｃ Ｃ －

施策6-4 豊かな人間性と健やかな体の育成 Ｂ Ｂ Ｂ －

施策6-5 子どもの成長を支える魅力的で良質な学びの場づくり Ａ Ａ Ａ －

施策6-6 地域社会と産業の活性化に資する高等教育機関の振興 Ｄ Ｂ Ｄ －

施策6-7
地域を元気にする住民参加の学びの場と芸術・文化に親
しむ機会の提供 Ｃ Ｄ Ｅ －

国は、ＡＩなどの第４次産業革命のイノベーションを産業や社会生活に取り入れ、生活課題の解
決を図るべく、新たな成長戦略「未来投資戦略2017」を閣議決定し、ＩＴ人材等の育成に取り組
んでいくこととした。

「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する
法律（地方大学振興法）」が施行された。

国では、地域産業の振興や専門人材育成に取り組む地方大学を支援するとともに、原則10年間、
東京23区内における大学の収容定員の抑制を図ることとした。

平成31年度（令和元年度）全国学力・学習状況調査の結果が公表された。中学校において初めて
英語の調査が実施された。本県の小・中学生の結果は、平成19年度の開始以来、全国トップレベ
ルを維持している。

新学習指導要領が小学校で全面実施され、中学年では外国語活動を、高学年では教科として外国
語を学ぶほか、プログラミング教育に取り組むこととなった。
新学習指導要領は、高等学校では令和４年度から段階的に実施されるほか、特別支援学校におい
ても、小・中・高等学校の実施年度に合わせて実施される。

低所得世帯の学生を対象に、大学等高等教育を無償化する「大学等における修学の支援に関する
法律（大学等修学支援法）」が施行された。対象は住民税非課税世帯とそれに準ずる世帯の学生
で、授業料・入学金の減免と給付型奨学金の拡充の二つが柱となっている。

学校統計一覧（令和２年度）によると、令和２年度の児童生徒数は、昭和55年度からの40年間で
６割近く減少しており、学校数は４割程度減少した。

義務教育標準法が改正され、令和３年度から５年計画で、小学校の学級定員の上限が40人から35
人に引き下げられることとなった。

新型コロナウイルス感染症の影響で「ＧＩＧＡスクール構想」が加速し、児童生徒の１人１台端
末と高速大容量の通信環境が一体的に整備され、ＩＣＴを積極的に活用した新しい学びが本格的
にスタートした。

施　　　策
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３－２　施策評価の概要

【施策６－１】　自らの未来を主体的に切り拓き、秋田を支える気概に満ちた人材の育成

【施策６－２】　子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着

【施策６－３】　世界で活躍できるグローバル人材の育成

【施策６－４】　豊かな人間性と健やかな体の育成

【施策６－５】　子どもの成長を支える魅力的で良質な学びの場づくり

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「高校生の県内就職率」は「ｎ：未判明」であり、定量的評価は「Ｎ」。　

代表指標①に関しては、全国との比較を行い分析に活用する観点から、文部科学省の「学校基本調査」によることと
しているが、令和３年３月末時点で県が独自に調査した速報値である「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」によ
ると、県内就職率は72.5％であり、２年度の目標値である72.0％を上回っている。高校新卒者の求人倍率が全国的に
高い状況下において、関係機関と連携し、地域で活躍する企業の紹介、求人開拓等のきめ細かな取組を進めており、
県内就職率は２年連続で増加した。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」とする。

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「授業で自分の考えを発表する機会がよくあると思う児童生徒の割合」は「ｅ」
判定であり、定量的評価は「Ｅ」。

代表指標①に関しては、目標に僅かに届かないながらも90％台と高い水準を維持しており、全国学力・学習状況調査
における同質問における全国平均と比べ、小学校では８％程度、中学校では10％程度高い状況が続いている。本県独
自の少人数学習の実施や、他者と関わりながら問題の解決を図る探究型授業の充実により、授業で児童生徒が意見発
表する機会が十分に確保されているものと考えられる。

高等学校においても、成果・業績指標①「国公立大学希望達成率（公私立、全日制）」が、令和２年度目標値である
58.0％を上回る61.6％となるなど、学力の定着が進んでいる。また、難関大学進学者及び医学部医学科進学者も前年
度より増加している。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」とする。

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「英検３級以上相当の英語力を有する中学３年生の割合」は「ｎ：未判明」であ
り、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、文部科学省の「英語教育実施状況調査」は中止となったが、本県が独自で全生徒を対象に実
施した英検ＩＢＡ（令和２年６月実施）の結果によると、「英検３級以上相当の英語力を有する中学３年生の割合」
は48.3％であり、目標に対する達成状況は84.7％となる。英検ＩＢＡによる同レベルの３年生の割合は前年度より
9.3ポイント増えており、文部科学省が示す目標値（50％）に近づいている。また、「英検準２級以上相当の英語力
を有する高校３年生の割合」が51.3％と、文部科学省が示す目標値（50％）を超えている。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、児童生徒を対象としたイングリッシュキャンプや海外派遣が中止となった
が、ファンライティングやOnline Seminar Series、オンラインによるディベート活動（e-Debate交流会）を新たに
実施するなど、手法を工夫しながら児童生徒の英語学習意欲の向上や論理的思考力の育成に資する取組を継続してい
る。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」とする。

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「自分にはよいところがあると思っている児童生徒の割合」は「ｎ：未判明」、
②「運動やスポーツをすることが「好き」な児童生徒の割合」は「ｎ：未判明」判定であり、定量的評価は
「Ｎ」。

代表指標①に関しては、文部科学省の「全国学力・学習状況調査」は中止となったが、本県の小学校・中学校の約４
割において、任意で同じ調査を実施しており、同質問に対する回答状況は84.7％となっている。新型コロナウイルス
感染症の拡大により、学校行事や地域活動の機会が縮小し、前年度よりも一人ひとりが活躍できる場面は減ったもの
の、全体としては目標に近い水準を維持している。

代表指標②に関しては、代替となる調査はないものの、令和元年度実績については、達成状況は96.9％であり、全国
平均値を小学校５年生男子は5.2ポイント、同女子は6.8ポイント、中学校２年生男子は9.3ポイント、同女子は5.6ポ
イント上回る結果となっており、各学年男女の合計についても、３年連続全国１位であった。２年度は、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大により運動の機会が減少したが、質の高い体育・保健体育授業を展開し、児童生徒の体力維持
に努めた。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｂ」とする。

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「授業の内容がよく分かると思う児童生徒の割合」は「ｎ：未判明」であり、定
量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、文部科学省の「全国学力・学習状況調査」は中止となったが、本県の小学校・中学校の約４
割において、任意で同じ調査を実施しており、同質問に対する回答状況は86.7％となっている。各学校において授業
改善などが進んでおり、コロナ禍においても順調に数値が伸びている。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ａ」とする。
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４　総合評価結果と評価理由

　●定量的評価：施策評価結果を点数化して平均点を算出し、「A 」、「B 」、「C 」、「D 」、「E 」の５段階に判定する。

　 　・施策評価結果の配点　「A」：４点、「B」：３点、「C」：２点、「D」：１点、「E」：０点

　 　・判定基準（平均点）　 　「A 」：４点、「B 」：３点以上４点未満、「C 」：２点以上３点未満、「D 」：１点以上２点未満、「E 」：１点未満

　●定性的評価：施策の推進状況等から判定する。

　■総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

５　県民意識調査の結果

　※端数処理の関係で満足度の割合の合計は100％にならないものもある。

【施策６－６】　地域社会と産業の活性化に資する高等教育機関の振興

【施策６－７】　地域を元気にする住民参加の学びの場と芸術・文化に親しむ機会の提供

総合評価 評価理由　　　　　

評価年度（Ｒ３）の満足度（割合％） ３期プラン（４年間）の満足度（平均点）

（５点） （４点） （３点） （２点） （１点）

調査結果の認識、取組に関する意見等

●

■

代表指標の達成状況については、①「県内高等教育機関による県内企業等との共同研究・受託研究数」は「ａ」判
定、②「県内高卒者の県内大学・短大への進学率」は「ｅ」判定であり、定量的評価は「Ｄ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｄ」とする。

●

■

代表指標の達成状況については、①「芸術・文化施設をセカンドスクール的に利用した小・中学生の割合」は「ｅ」
判定であり、定量的評価は「Ｅ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｅ」とする。

Ｃ

●

■

施策評価の結果は、「Ａ」２施策、「Ｂ」１施策、「Ｃ」２施策、「Ｄ」１施策、「Ｅ」１施策
（施策の評価結果の平均点は2.29）であり、政策の定量的評価は「Ｃ」

施策の評価結果や推進状況などを総合的な観点から評価した結果、総合評価は「Ｃ」とする。

　　　　　　　　 　　満 足 度

 　　質 問 文
十分

おおむね
十分

ふつう
やや

不十分
不十分 わからない

・
無回答

Ｒ１
（Ｈ３１）

Ｒ２
（Ｈ３２）

Ｒ３
（Ｈ３３）

Ｒ４
（Ｈ３４）

施策
6-1

学校教育を通じて、ふるさと秋
田を愛し支える心が育まれてい
る。

2.4 17.2 47.6 8.3 4.2 20.3 3.06 3.13 3.07

施策
6-2

学校教育を通じて、意欲的に学
ぼうとする態度や、自ら考え、
判断し、表現する力が育まれて
いる。

2.6 20.1 45.9 7.5 3.2 20.5 3.25 3.23 3.14

施策
6-3

学校教育を通じて、外国文化を
理解しようとする態度や、英語
でコミュニケーションをとる能
力が育まれている。

1.6 12.1 43.3 13.7 5.9 23.4 2.94 2.90 2.87

施策
6-4

学校教育を通じて、他人への思
いやりなどの豊かな人間性と健
やかな体が育まれている。

1.9 16.4 50.3 8.5 4.0 19.0 3.09 3.14 3.05

施策
6-5

学校・家庭・地域が連携し、社
会全体で子どもたちの成長を支
えていく体制が整備されてい
る。

2.1 16.5 49.7 10.4 4.3 16.9 3.03 3.10 3.02

施策
6-6

県内の大学等で、地域の活性化
につながる教育・研究・社会貢
献活動が行われている。

1.4 10.1 40.5 11.6 3.4 33.0 2.96 2.95 2.92

施策
6-7

県民の多様な生涯学習の機会や
芸術文化に触れる機会が提供さ
れている。

1.5 11.3 48.0 13.1 5.2 20.9 2.99 2.95 2.88

○

○

各施策に関する質問の５段階評価による満足度の平均点は「2.87」～「3.14」であり、「ふつう」の３より高い施策
が４施策、低い施策が３施策であった。施策６－２の質問に対する満足度が最も高く（3.14（対前年度比△
0.09））、施策６－３が最も低い（2.87（対前年度比△0.03））結果となり、全ての施策において前年度と比べ満足
度が下がった。
回答では、全ての質問で「ふつう」が最も多かった。

「不十分」又は「やや不十分」を選んだ理由や県に求める取組として、満足度の平均点が最も低かった施策６－３に
関する質問については、英語だけでなく多言語を学べる環境が必要といった意見などがあった。
同様に２番目に低かった施策６－７に関する質問では、学びの場が提供されていても、参加できる機会を増やさなけ
れば意味がないといった意見があった。
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６　課題と今後の対応方針

○ ○

○ ○

○

●

○

●

○ ○

○ ○

○ ○

○

●

○

●

　※課題と今後の対応方針の各施策の詳細については、施策評価調書を参照

　※●は県民意識調査結果に関する課題と今後の対応方針

７　政策評価委員会の意見

高校生、保護者の県内企業に対する理解が少しずつ
ではあるが進んでおり、県内就職率が向上している
が、その水準を維持できるか懸念される。

就職支援員や職場定着支援員によるきめ細かな進路支
援を引き続き行うとともに、関係機関との連携によ
り、地元企業等の説明会などの充実を図り、県内企業
等についての生徒、保護者の理解を一層深め、県内就
職の気運を高める。

など　 など　

生徒１人１台タブレット端末の環境は整ったが、Ｉ
ＣＴの活用による「個別最適な学び」の実現に向け
た取組については今後の充実が待たれる。

「個別最適な学び」の実践事例を収集し、わか杉学び
ネット等での情報発信や学校訪問での指導の充実を図
る。

など　 など　

新型コロナウィルス感染症の世界的感染拡大の懸念
から、国際交流の機会が減少し、異文化に対する理
解を深める機会の減少が懸念される。

県民意識調査の結果では、満足度の平均点が2.87と
最も低く、英語だけでなく多言語を学べる環境が必
要といった意見などがあった。

それぞれの事業において柔軟な対応や活動内容の工夫
をし、ＡＬＴや国際交流員と対面やオンライン又は手
紙等でのやり取りを通して、英語コミュニケーション
能力の向上を図ると共に、異文化及び自国の文化を理
解し、国際貢献の精神を育む機会を提供する。

秋田県国際交流協会(ＡＩＡ)において、異文化交流サ
ロンを開催し、国際交流員（韓国・ロシア・アメリカ
など）が県民と気軽に交流できる環境をつくりなが
ら、文化と共に多言語を学ぶ機会を提供する。
併せて、ＡＩＡコミュニティーサポーター（有償ボラ
ンティア）派遣による通訳・翻訳・文化紹介に加え、
サポーターへの通訳研修・翻訳研修も実施しながら、
幅広いニーズに対応する。

など　 など　

運動部活動について、部活動指導員や外部指導者の
配置は徐々に進んではいるものの、専門的な指導を
求める生徒や保護者のニーズに十分に応えることが
できていないほか、教職員の負担が依然として高い
状態である。

運動部活動が学校教育の一環として行われる活動であ
ることに理解を得た上で、地域と協働した部活動運営
につなげるとともに、運動部活動運営委員会等を通じ
た外部指導者の確保などにより、生徒や保護者の多様
なニーズに合った技術指導等の充実及び教職員の負担
軽減を図っていく。

など　 など　

児童生徒のＩＣＴ活用を指導する教師の指導力につ
いては、ＩＣＴ教育が本格化する過渡期であり、学
校毎の差や教師個人の差が大きい。

学校訪問等で、各学校におけるＩＣＴの活用状況を把
握するとともに、ＩＣＴ推進のモデル校の取組につい
て情報発信していくことにより、地域間、学校間、教
員間の指導スキル等の平準化を図る。

など　 など　

県内高等教育機関には、本県の産業界において、成
長が期待される分野を担っていく専門的で高度な技
術・技能を持つ人材の育成が求められている。

新たに県立大学に「アグリイノベーション教育セン
ター」を設置するなど、ＩＣＴ人材等の育成に対する
支援を強化していく。

など　 など　

縄文遺跡群の世界遺産登録や、民俗芸能「風流踊」
の無形文化遺産登録に際し、地域の文化財の保存や
活用について、地域住民の参加が不十分である。

県民意識調査の結果では、満足度の平均点が2.95と
２番目に低く、学びの場が提供されていても、参加
できる機会を増やさなければ意味がないといった意
見があった。

世界遺産、無形文化遺産への登録に向けた取組を推進
するとともに、大綱に基づき、地域住民の愛着と誇り
の醸成やガイドの育成、副読本の作成・配布による学
校教育への働きかけ等、登録後を見据えた受入態勢の
強化についても進めていく。

新たに施設を増やすことは難しいが、既存の施設の機
能を活用し、移動展示や出前講座を積極的に行うこと
で、県民が等しく文化を享受できるよう努めていく。
また、近年のインターネットの普及やコロナ禍による
県民ニーズの多様化も踏まえ、オンラインの活用と、
現場で本物に触れる良さを組み合わせた、新しい利用
スタイルの普及を推進していく。

など　 など　

施策 　課題（戦略の目標達成に向けた課題など） 今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

6-1

6-2

6-3

6-4

6-5

6-6

6-7
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（様式２）

施策評価（令和３年度） 施策評価調書

１　施策のねらい（施策の目的）

２　施策の状況

２－１　代表指標の状況と分析

　※　指標の判定基準

　　「ａ」　：　達成率≧100％　 　「ｂ」　：　100％＞達成率≧90％　　　「ｃ」　：　90％＞達成率≧80％　　

　　「ｄ」　：　80％＞達成率　又は　現状値＞実績値（前年度より改善）　　「ｅ」　：　現状値＞実績値（前年度より悪化）

　　「n」　：　実績値が未判明

 戦略６　ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

 施策６－２　子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着

 幹事部局名 教育庁  担当課名 総務課

 評価者 教育委員会  評価確定日

施策の方向性（２）

目標 91.4 91.6 91.8 92.0

実績 91.0 91.4 91.1 90.4 90.0

達成率 99.7% 98.7% 98.0%

出典：県義務教育課「秋田県学習状況調
査」

指標の判定 ｂ ｅ ｅ

全国 － － － － －

東北 － － － － －

　秋田の将来を支える児童生徒の確かな学力を育成するため、基礎的・基本的な知識・技能の習得と思考力・判断力・
表現力等の育成を図るほか、科学的に探究する力と態度の育成を図ります。
　また、乳幼児期において育みたい資質・能力の実現に向け、小学校の学びを念頭に置きながら、乳幼児の自発的な遊
びを通した総合的な指導の充実を図ります。

代表指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（H３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

授業で自分の考えを発表する機会がよく
あると思う児童生徒の割合（小４～中２）
（％）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

・ 実績値は毎年、微減の傾向にはあるものの、90％台で推移し、全国学力・学習状況調査における同
質問における全国平均と比べ、小学校では８％程度、中学校では10％程度高い水準となっている。
また、達成率は90％後半を維持していることから、各学校において児童生徒が授業の中で自分の考
えを発表する機会を設定し、思考力、判断力、表現力等を育成する取組の充実が図られているもの
と考えられる。
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２－２　成果指標・業績指標の状況と分析 施策の方向性（１）

目標 56.0 57.0 58.0 59.0

実績 54.0 51.3 52.1 53.3 61.6

出典：県高校教育課「高等学校卒業予定
者の進路希望調査」

達成率 93.0% 93.5% 106.2%

全国 － － － － －

東北 － － － － －

施策の方向性（３）

目標 75.0 84.0 92.0 100.0

実績 66.0 66.0 65.3 66.3 72.5

出典：県特別教育支援課調べ 達成率 87.1% 78.9% 78.8%

全国 － － － － －

東北 － － － － －

施策の方向性（４）

目標 65.0 70.0 75.0 80.0

実績 25.7 調査なし 75.0 76.0 84.0

出典：県幼保推進課「秋田県における就学
前教育・保育に関するアンケート」

達成率 115.4% 108.6% 112.0%

全国 － － － － －

東北 － － － － －

成果・業績指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

国公立大学希望達成率（公私立、全日制）
（％）

順位等

・

・

・

・

国公立大学への進学者のうち、難関大学（旧帝大、一橋大、東工大）進学者は増加（105名：対前
年度比＋29名）しており、特に東北大学の進学者が増えている（73名：対前年度比＋24名）。その
他の難関大学への進学者は例年並みの水準であり、東京大学10名（対前年度比＋１名）、京都大学
３名（対前年度比＋３名）、北海道大学14名（対前年度比＋２名）であった。

医学部医学科への進学者は36名（対前年度比＋３名）となった。

国公立大学希望達成率が上昇したことについて、大学入試改革初年度の学年であったこともあり、
生徒一人一人の意識が高く、熱心に学習に取り組んだ成果であると考えられる。

新型コロナウイルス感染症が拡大する中、地元志向や首都圏への進学を避ける傾向が見られ、前年
度に比べ、秋田大学で61名の増、弘前大学で29名の増、岩手大学で21名の増となった。

成果・業績指標② 年度
現状値
（H29）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

特別支援教育に関する研修を受講した高
校教員の割合（％） Ｈ28実績値66.0

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

・

・

学習サポーターを配置している高校生学校生活サポート事業校等による研修会や、特別支援学校教
員による高等学校特別支援隊の校内研修会を増やしたことで実績は上昇した。

特別支援教育コーディネーターなど一部の教員が繰り返し研修会に参加している傾向があり、教員
全体に占める受講率は目標に達していない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

成果・業績指標③ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

就学前教育・保育施設における小学校教
育への接続を意識した指導計画の作成率
（認可施設）（％）

順位等

・

・

・

子どもの育ちと学びのつながりを意識した指導計画の作成と、それに基づいた保育の重要性につい
ての理解は進んでいる。

県所管の研修での計画作成の重要性の啓発に加え、園訪問による園の実態に応じた助言を行ってお
り、計画作成率は上昇している。

一方で、アンケート結果によると、計画の作成率には地域差が生じており、取組が十分ではない地
域に対して、育ちのつながりを見通した保育の重要性を啓発していく必要がある。

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）
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施策の方向性（５）

目標 87.7 88.0 88.3 88.6

実績 87.1 87.9 86.9 86.4 85.9

出典：県義務教育課「秋田県学習状況調
査」

達成率 99.1% 98.2% 97.3%

全国 － － － － －

東北 － － － － －

施策の方向性（５）

目標 4,445 4,530 4,615 4,700

実績 4,272 4,319 4,641 5,832 2,342

出典：県地域産業振興課調べ 達成率 104.4% 128.7% 50.7%

全国 － － － － －

東北 － － － － －

成果・業績指標④ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

理科が好きだと思う児童生徒の割合（小４
～中２）（％）

順位等

・

・

平成23年度から各小中学校に３年に１回、理科の指導主事が学校訪問を行い、理科指導の充実を
図ってきたところであり、平成23年度の同質問項目の実績値は81.2％であったが、近年では85%を
超す水準で推移しており、当時より６～７％上昇している。

令和２年度の中学校１年生、２年生の数値は、ここ数年で最も高くなっており、中学校における授
業改善が進んでいるものと考えられる一方で、小学４年生から６年生の数値は伸び悩んでいる。

成果・業績指標⑤ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

科学技術関係講座等の受講人数（人）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

・ 令和元年度から２年度にかけて実績値は3,490件（59.8％）減少し、目標に対して大きな差があ
る。これは、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策という観点から、市町村や科学系団体が開
催する推奨講座が中止や定員減になったこと、人数把握の難しいオンライン形式による開催が増え
たこと等が影響している。

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）
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２－３　施策の取組状況とその成果（施策の方向性ごとに記載）

（１）子ども一人一人に目を配り、その多様性に応えるきめ細かな特色ある教育の推進

【義務教育課、高校教育課】

・

（２）自分で考え、表現し伝え合う能力の育成【義務教育課、高校教育課】

・

（３）一人一人の教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実【特別支援教育課】

・

・

・

・

・

指標 成果①

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

高大連携高校生サマーキャンプと高校生インターンシップ推進事業を実施できなかった。

指標 代表①

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

指標 成果②

教育・医療・福祉等の専門家により構成された専門家・支援チームが、要請に応じて幼保・小・中・高等学校で
巡回相談を実施し、適切な支援方法や校内支援体制の整備に関して助言を行った（県北83回〈△21回〉、県央125
回〈＋３回〉、県南76回〈△８回〉）。

高等学校において特別な支援を必要とする生徒の教育的ニーズに応えるため、「高等学校特別支援隊」を編成
し、生徒の相談に個別に対応した（県北32回<△32回>、県央20回<△11回>、県南23回<△10回>）。

視覚支援学校サテライト教室及び、聴覚支援学校サテライト教室を実施し、保護者や教員等からの教育的ニーズ
に応じた相談活動や教育支援を提供した（視覚支援学校サテライト教室：小学生６名、延べ28回<△13回>、聴覚
支援学校サテライト教室：幼児・小・中学生20名、延べ89回<＋８回>）。

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

新任特別支援教育コーディネーター研修会と県内３地区での特別支援教育支援員地区別研修会を中止した。

・

・

・

・

年度初めの全国学力・学習状況調査、12月の県学習状況調査、３月の高校入試を一体的に捉え、各調査の結果か
ら児童生徒の学力の定着状況を見取り、授業改善に取り組む「検証改善サイクル」が各学校において確立されて
おり、こうした取組により、児童生徒へのきめ細かい指導が継続的に行われている。

令和２年度は、全国学力・学習状況調査が実施されなかったことから、調査結果の分析や先進校における授業改
善の実践事例を紹介してきた「学校改善支援プラン」の内容を変更し、指導主事や教育専門監による授業改善の
ポイントを掲載した資料を作成して、各学校へ配布した。

大学入試改革の初年度となり、大学入試における主体性評価が導入されたことで、各校においてＩＣＴを活用し
たポートフォリオの導入が進んだ。生徒が学習活動や資格・検定、部活動の成果等を記録していくことで、生徒
が自らの学習活動を振り返るだけでなく、教員が生徒一人一人の学習状況を把握することで、生徒の主体的な学
習活動の指導の充実が図られた。

一人一人に応じたきめ細かい指導を行うため、１学級の定員が40人の高等学校に臨時講師を配置し、35人程度学
級を拡充した（８校）。

・

・

・

自分の考えをもち、他者との関わりを通して主体的に問題を解決していく児童生徒の姿を“「問い」を発する子
ども”とし、その育成の取組を「学校教育の指針」に掲載するとともに、全県指導主事等連絡協議会等で、取組
に関する共有を図った。また、学習指導要領の改訂のポイントである「主体的・対話的で深い学び」について
も、その具現化に向けて、学校訪問等で指導を行うことにより、自分で考え、表現し伝え合う児童生徒の育成を
図った。

秋田県学力・学習状況調査では、「普段の授業で生徒同士で意見交換したり自分の考えを発表したりする活動を
よく行っている」と答えた生徒の割合が９割程度と継続して高い水準にあり、各教科の授業や総合的な探究の時
間において、仲間と協働して課題の解決に取り組んだり、自分の考えを発表したりする学習活動を重視した授業
改善の取組の成果が表れている。

ＳＳＨ指定校や工業科等の専門学科設置校における課題研究の取組や、総合的な探究の時間における学習活動の
充実が図られ、課題を解決し、自分の考えを整理して伝える活動が計画的に行われている。　

ＳＳＨ指定校合同研究発表会やサイエンスカンファレンス等の研究発表会が開催できず、生徒が個人やグループ
で研究成果を発表したり議論したりする機会が減ってしまった。

特別支援教育支援員配置校研修を実施し、教員等の資質、専門性及び支援技能の向上を図った（74校〈△２
校〉）。
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（４）就学前教育・保育の充実と小学校教育との円滑な接続【義務教育課、幼保推進課】

（５）将来を牽引する科学技術人材の育成【義務教育課、高校教育課、地域産業振興課】

指標 成果③

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

指標 成果④⑤

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

・

子ども同士の直接交流について、手紙やビデオレターを活用するなど、新しい生活様式の中で工夫しながら幼児
児童の育成を図った。

「わか杉っ子！育ちと学びステップアップ事業」に幼保小の連携及び円滑な接続を位置付け、事業実施市（令和
２年度６市）の実態に合わせた合同研修会や、幼保と小のつなぎ役として連携を推進するアドバイザーの配置な
どを支援することで、幼保小連携及び接続の質的向上を図った。

・ 県所管の就学前・小学校地区別合同研修会は中止とした。直接的な交流等を見合わせた幼保小も多い。一方で、
少ない機会を生かした情報交換等を継続している例もある。

・

・

・

例年、理科好きの中学生の裾野を広げ、理数分野に対する得意意識の高揚と、科学的な思考力の育成を図るた
め、秋田大学と連携を図りながら科学の甲子園ジュニア秋田県大会を実施してきた。新型コロナウイルス感染症
の拡大防止の観点から令和２年度は地区予選、全県大会の開催を見送ったが、全国大会は代替措置としてオンラ
インを活用して行われ、県内からは５チームが参加した。

科学の甲子園全国大会秋田県予選会や理数科合同研修会等のスーパーサイエンスプログラム事業の取組により、
生徒の知的好奇心を喚起し、探究心を養い、科学的な思考力等を高めるとともに、キャリア教育に基づいた理数
教育の充実を図った。

子ども達の科学への興味・関心を伸ばし、科学分野で次世代を担う人材を育成するため、大学の教育資源等を活
用し、実践中心の科学講座を開催した（４大学等、４講座＜±０講座＞、６回＜±０回＞）ほか、中学生モデル
ロケット秋田県大会の開催を支援し、優秀な成績を収めたチームに知事賞を授与した。

・

・

サイエンスカンファレンスを中止したほか、科学の甲子園全国大会秋田県予選会は各参加校で筆記試験のみと
し、理数科合同研修会では日程の短縮（１泊２日から１日へ）と会場の工夫をして実施した。

科学講座の一部や中学生モデルロケット大会については、例年開催している夏季から秋季に開催時期をずらして
実施した。また、定員縮小や参加者のみのイベント実施（市民交流なし）などの対策を行った。
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３　総合評価結果と評価理由

●定量的評価：代表指標の達成状況から判定する。

　 「A 」：代表指標が全て「ａ」、「B 」：代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない、「C 」：代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

　 「D 」：代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む。ただし、「Ｅ 」、「Ｎ 」に該当するものを除く、「E 」：代表指標が全て「ｅ」、「Ｎ 」：代表指標に「ｎ」を含む

●定性的評価：成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から判定する。

■ 総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

４　県民意識調査の結果

　肯定的意見

　ふつう

　否定的意見

　わからない・無回答

　※端数処理の関係で満足度の割合の合計は100％にならないものもある。

総合評価 評価理由

質問文 　学校教育を通じて、意欲的に学ぼうとする態度や、自ら考え、判断し、表現する力が育まれている。

27.2% 26.3% 22.7% △3.6

　十分 （５点） 3.5% 4.1% 2.6% △1.5

　おおむね十分 （４点） 23.7% 22.2% 20.1% △2.1

（３点） 45.4% 44.4% 45.9% ＋1.5

14.0% 9.2% 10.7% ＋1.5

　やや不十分 （２点） 8.2% 6.7% 7.5% ＋0.8

　不十分 （１点） 5.8% 2.5% 3.2% ＋0.7

2.4% 20.0% 20.5% ＋0.5

　平均点 3.25 3.23 3.14 △0.09

調査結果の認識、取組に関する意見等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査年度
　満足度

Ｒ１
（Ｈ３１）

Ｒ２
（Ｈ３２）

Ｒ３
（Ｈ３３）

Ｒ４
（Ｈ３４）

前年度比

Ｃ

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「授業で自分の考えを発表する機会がよくあると思う児
童生徒の割合」は「ｅ」判定であり、定量的評価は「Ｅ」。

代表指標①に関しては、目標に僅かに届かないながらも90％台と高い水準を維持しており、
全国学力・学習状況調査における同質問における全国平均と比べ、小学校では８％程度、中
学校では10％程度高い状況が続いている。本県独自の少人数学習の実施や、他者と関わりな
がら問題の解決を図る探究型授業の充実により、授業で児童生徒が意見発表する機会が十分
に確保されているものと考えられる。

高等学校においても、成果・業績指標①「国公立大学希望達成率（公私立、全日制）」が、
令和２年度目標値である58.0％を上回る61.6％となるなど、学力の定着が進んでいる。ま
た、難関大学進学者及び医学部医学科進学者も前年度より増加している。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合
評価は「Ｃ」とする。

満
足
度

○

○

５段階評価の満足度の平均点は「3.14」で、「ふつう」の３より0.14高かった。回答では「ふつう」が最も多
かった。
「十分」と「おおむね十分」を合わせた割合は22.7％、「ふつう」は45.9％、「不十分」と「やや不十分」を合
わせた割合は10.7％であった。また、「肯定的意見」と「ふつう」を合わせた割合は68.6％であった。

「不十分」又は「やや不十分」の理由や県に求める取組として以下のような意見があった。
・基礎知識をしっかり身につけてこその意欲であり、自らの考えや判断だと思う。学校は分からないから学びに
行く場なのです。「わかりません。」と言えない子どもにも目を向けてほしい。（女性／70歳以上／北秋田地
域）
・周囲の大人が望む答えを察して表現するのではなく、自分で考え自分の言葉で表現できるよう、その子のス
トックを増やしてあげることが教育だと思います。（女性／40歳代／山本地域）
・県民性なのか教育のせいなのかわからないが、意欲的に学ぼうとする態度や自己表現力が足りないように思
う。（男性／50歳代／仙北地域）
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５　課題と今後の対応方針

○ ○

○ ○

● ●

（２） ○ ○

● ●

（３） ○

○

○

○

（４） ○ ○

（５） ○ ○

　※●は県民意識調査結果に関する課題と今後の対応方針

６　政策評価委員会の意見

生徒１人１台タブレット端末の環境は整った
が、ＩＣＴの活用による「個別最適な学び」の
実現に向けた取組については今後の充実が待た
れる。

「個別最適な学び」の実践事例を収集し、わか杉学び
ネット等での情報発信や学校訪問での指導の充実を図
る。

教員のＩＣＴ活用指導力の向上に向けた取組が
不十分である。

各学校のＩＣＴ活用推進リーダーを中心とした校内研
修を充実させ、学習指導におけるＩＣＴの活用だけで
なく、ポートフォリオの作成や各種調査等における効
果的な利用について事例を教員間で共有し、指導に関
するスキルアップを図る。

基礎知識をしっかり身につけてこその意欲であ
り、自らの考えや判断だと思う。学校は分から
ないから学びに行く場なので、「わかりませ
ん。」と言えない子どもにも目を向けてほし
い。（県民意識調査より）

授業における振り返りの充実を図り、個々の課題を明
らかにするとともに、ＩＣＴ等を効果的に活用して
「個別最適な学び」の充実を図る。

ベテラン教員の大量退職、若手教員の大量採用
が今後10年続くことによって、授業における児
童生徒の主体的な活動の質の低下が懸念され
る。

授業における話し合いや発表などの活動が主体的に行
われるよう、各学校の課題に応じた研修の充実を図
る。

県民性なのか教育のせいなのかわからないが、
意欲的に学ぼうとする態度や自己表現力が足り
ないように思う。（県民意識調査より）

自ら問いを発して学習課題を立て、協力し合いながら
課題を解決していこうとする主体的な態度が育成され
るよう、秋田の探究型授業の更なる充実を図る。

高等学校における特別支援教育に関して自校の
指導・支援の取組の成果や課題について、教職
員全体の共通理解が十分に図られていない。

「個別の支援計画」、「個別の指導計画」の意
義や必要性に関する教職員の理解が進んでおら
ず、十分に活用されていない学校が多い。

学校の年間計画に特別支援教育の研修会を明記し、多
くの教員の参加を促すとともに、研修終了後に個々の
学校における「課題等」を話し合い、教職員全体で共
有する。

教育委員会と特別支援学校教職員が学校を訪問する際
に、「個別の支援計画」、「個別の指導計画」の活用
に関する好事例等を教職員に分かりやすく説明するな
どして活用促進を図っていく。

就学前教育と小学校教育の円滑な接続に係る取
組について、「わか杉っ子！育ちと学びのス
テップアップ事業」実施市及び１町村に１施設
の地域は総じて充実しているものの、地域格差
がある。

例年県北・中央・県南の３地区において実施していた
県主催の就学前・小学校地区別合同研修会を、事業実
施市毎でも併せて開催し、各地域の実態に応じてきめ
細やかに課題への対応を進めていく。また、円滑な接
続のためには単なる交流のみではなく、相互理解を図
り子どもの育ちのステージに応じた保育や授業を行っ
ていくことが重要であることを啓発し、連携・接続の
更なる充実を図る。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、科学
技術に興味・関心がある生徒を対象とした実験
演習や課題研究など、発表する場面及び表現力
を育成する機会の提供が難しくなった。

日程や会場の工夫、ＩＣＴの活用等で対応し、生徒が
科学的に探究する力や態度が高められる機会を創出し
ていく。また、スーパーサイエンスプログラム事業に
より、新教育課程の「総合的な探究の時間」や「理数
探究」等の活動の方向性を示していく。

施策の
方向性

課題（施策目標達成に向けた新たな課題、環境変化等
　　　　により生じた課題　など）

今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

（１）
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さ
ら

に
、

ベ
テ

ラ
ン

教
員

の
大

量
退

職
期

に
備

え
、

教
科

指
導

に
優

れ
た

教
員

の
指

導
技

術
等

を
共

有
し

継
承

す
る

た
め

の
方

、
本

県
の

教
育

の
現

状
を

県
内

外
に

発
信

す
る

こ
と

を
通

し
て

、
成

果
と

課
題

に
つ

い
て

多
面

的
に

分
析

し
、

本
県

教
策

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
さ

ら
に

、
理

数
教

科
の

学
習

意
欲

の
向

上
と

学
習

内
容

の
定

着
を

図
る

た
め

の
取

組
の

充
実

育
の

質
的

向
上

を
図

る
。

や
、

本
県

教
育

の
一

層
の

発
展

の
た

め
に

本
県

の
教

育
力

を
県

内
外

に
発

信
す

る
た

め
の

取
組

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。

●
○

県
、

市
町

村
教

育
委

員
会

、
小

・
中

学
校

県
内

小
・

中
学

校
及

び
児

童
生

徒
　

基
礎

学
力

の
定

着
と

向
上

を
目

指
し

、
継

続
し

て
取

組
を

進
め

る
中

で
、

特
に

、
児

童
生

徒
の

高
い

学
力

を
支

え
て

き
た

ベ
テ

ラ
ン

教
員

の
大

量
退

職
期

を
迎

え
る

と
同

時
に

、
若

手
教

員
の

採
用

が
始

ま
り

、
教

員
全

体
の

教
科

指
導

力
の

維
持

・
向

上
を

図
っ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
ま

た
、

新
学

習
指

導
要

領
の

実
施

に
よ

る
「

主
体

的
・

対
話

的
で

深
い

①
各

教
科

の
小

問
ご

と
の

目
標

通
過

率
を

設
定

し
た

学
習

状
況

調
査

の
実

施
�

�②
教

科
指

導
力

の
一

層
の

向
上

に
資

す
学

び
」

の
実

現
や

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

へ
の

対
応

と
し

て
の

観
点

か
ら

、
子

ど
も

一
人

一
人

に
応

じ
た

教
育

る
研

修
会

や
学

校
訪

問
の

実
施

�
�③

理
数

教
科

の
学

習
意

欲
の

向
上

、
学

習
内

容
の

定
着

に
資

す
る

単
元

評
価

問
題

の
の

取
組

の
充

実
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

配
信

や
大

学
等

と
の

連
携

�
�④

本
県

の
教

育
力

を
発

信
す

る
取

組
の

充
実

�
�⑤

児
童

生
徒

の
個

別
学

習
に

対
す

る
支

援

●
○

○
■

□
R
0
3

0
3

●
○

○
　

令
和

２
年

度
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

の
た

め
、

学
力

向
上

フ
ォ

ー
ラ

ム
や

理
数

才
能

育
成

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

な
ど

の
事

業
が

中
止

と
な

り
、

基
礎

学
力

の
定

着
や

学
力

向
上

施
策

へ
の

影
響

が
懸

念
さ

れ
た

が
、

指
標

と
し

た
県

学
習

状
況

調
査

の
結

果
の

う
ち

、
教

科
に

関
す

る
好

意
度

は
優

位
に

上
回

り
、

設
定

通
過

率
の

割
合

は
、

０
．

１
ポ

イ
ン

ト
目

標
を

下
回

っ
た

に
と

ど
ま

っ
た

。
各

学
□

□
■

□
校

に
お

い
て

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

配
慮

し
な

が
ら

の
学

力
向

上
の

取
組

が
十

分
に

な
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
分

か
る

。
□

　
例

年
、

全
国

学
力

・
学

習
状

況
調

査
の

結
果

分
析

と
授

業
改

善
を

支
援

す
る

た
め

に
作

成
し

て
い

る
「

学
校

改
善

支
援

プ
ラ

ン
」

を
、

・
学

校
訪

問
指

導
や

学
力

向
上

支
援

Ｗ
ｅ

ｂ
に

よ
る

情
報

配
信

は
、

授
業

改
善

に
有

効
で

あ
る

。
�

�・
県

学
習

状
況

調
主

体
的

・
対

話
的

で
深

い
学

び
の

観
点

か
ら

の
授

業
改

善
の

実
践

事
例

集
に

変
更

し
て

提
供

し
た

。
ま

た
、

県
学

習
状

況
調

査
も

、
出

題

査
の

実
施

や
集

計
・

分
析

に
利

用
で

き
る

シ
ス

テ
ム

の
配

信
は

、
学

習
内

容
の

定
着

度
の

客
観

的
な

把
握

と
課

題
の

改
範

囲
や

問
題

数
の

縮
減

、
実

施
期

日
の

弾
力

化
等

を
図

り
、

各
学

校
に

お
け

る
調

査
の

実
施

を
支

援
し

た
。

善
に

向
け

た
取

組
の

充
実

に
役

立
っ

て
い

る
。

�
�・

理
数

教
科

の
学

習
意

欲
を

向
上

さ
せ

る
取

組
や

本
県

の
教

育
力

を

発
信

す
る

取
組

の
充

実
へ

の
ニ

ー
ズ

が
あ

る
。

0
6

0
1

0
2

0
4

0
3

0
5

学
習

状
況

調
査

事
業

全
県

の
小

４
～

中
２

の
児

童
生

徒
を

対
象

に
、

３
～

５
教

科
の

ペ
ー

パ
ー

テ
ス

ト
と

学
習

意
欲

等
に

関
す

0
1

る
質

問
紙

に
よ

る
調

査
を

行
う

。
 
 
 
 
 
 
2
,
0
0
0
 
 
 
 
 
 
2
,
3
9
8
 
 
 
 
 
 
2
,
6
0
0

 
 
 
 
 
 
2
,
6
0
0

 
 
 
 
 
 
2
,
6
0
0
 
 
 
 
 
 
2
,
6
0
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あ
き

た
の

教
育

力
充

実
事

業
優

れ
た

提
示

授
業

を
基

に
し

た
研

修
会

や
学

校
訪

問
に

よ
る

授
業

改
善

に
向

け
た

指
導

、
Ｗ

ｅ
ｂ

シ
ス

テ
0
2

ム
活

用
に

よ
る

情
報

配
信

、
理

数
才

能
育

成
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
、

学
力

向
上

フ
ォ

ー
ラ

ム
等

を
行

う
。

 
 
 
 
 
 
3
,
7
3
1
 
 
 
 
 
 
 
 
8
7
0
 
 
 
 
 
 
1
,
3
8
4

 
 
 
 
 
 
1
,
3
8
4

 
 
 
 
 
 
1
,
3
8
4
 
 
 
 
 
 
1
,
3
8
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
5
,
7
3
1
 
 
 
 
 
 
3
,
2
6
8

 
 
 
 
 
 
3
,
9
8
4
 
 
 
 
 
 
3
,
9
8
4

 
 
 
 
 
 
3
,
9
8
4

 
 
 
 
 
 
3
,
9
8
4

国
庫

委
託

金
（

教
科

等
の

本
質

的
な

学
び

を
踏

ま
え

た
主

体
的

・
対

話
的

で
深

い
学

び
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
1
,
5
8
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教
育

委
員

会
受

託
事

業
収

入
（

国
立

研
究

開
発

法
人

科
学

技
術

機
構

）
 
 
 
 
 
 
 
 
3
2
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
0
 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
0

 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
0

 
 
 
 
 
 
 
 
4
4
0

 
 
 
 
 
 
3
,
2
6
8
 
 
 
 
 
 
3
,
5
4
4

 
 
 
 
 
 
3
,
8
2
5

 
 
 
 
 
 
3
,
5
4
4

 
 
 
 
 
 
3
,
5
4
4
 
 
 
 
 
 
3
,
5
4
4
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７
．

事
業

の
効

果
を

把
握

す
る

た
め

の
手

法
及

び
効

果
の

見
込

み
１
次
評
価

指
標
名

指
標
の
種
類

評
価
結
果

事
業
の
効
果
（
事
業
目
標
は
達

成
さ
れ
て
い
る
の
か
ど
う
か
）

適
用
の
可
否

可
不
可

成
果
指
標

有 効 性 の 観 点

指
標
式

A
b
 
達

成
率

８
０

％
以

上
１

０
０

％
未

満
c
 
達

成
率

８
０

％
未

満
a
 
達

成
率

１
０

０
％

以
上

業
績
指
標

【
評

価
へ

の
適

用
不

可
又

は
ｃ

の
場

合
の

理
由

】
①
年
度
別
の
目
標
値
（
見
込
ま
れ
る
効
果
）

低
減
目
標
指
標

該
当

非
該
当

B
指
　
標

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

最
終
年
度

目
標
a

C
指 標 Ⅰ

実
績
b

１
 
事
業
の
経
済
性
の
妥
当
性

(
費
用
対
効
果
の
対
前
年
度
比
)

適
用
の
可
否

可
不
可

b
 
0
.
9
～

1
.
1

a
 
1
.
1
～

c
 
～
0
.
9

東
北
及
び
全
国
の
状
況

＝
〔

〕
〔

〕
（

指
標

Ⅰ
）

/
②

デ
ー
タ
等
の
出
典

＝
（

指
標

Ⅱ
）

A
③

把
握
す
る
時
期

翌
年
度

翌
々
年
度

月
当
該
年
度
中

月
月

【
評

価
へ

の
適

用
不

可
又

は
ｃ

の
場

合
の

理
由

】
効 率 性 の 観 点

指
標
の
種
類

指
標
名

成
果
指
標

指
標
式

B
業
績
指
標

低
減
目
標
指
標

①
年
度
別
の
目
標
値
（
見
込
ま
れ
る
効
果
）

該
当

非
該
当

２
 
コ
ス
ト
縮
減
の
た
め
の
取

組
状
況

指 標 Ⅱ

最
終
年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

年
度

a
 
客
観
的
で
効
果
が
高
い

指
　
標

b
 
取
組
ん
で
い
る

c
 
取
組
ん
で
い
な
い

目
標
a

【
コ

ス
ト

縮
減

に
向

け
た

具
体

的
な

取
組

内
容

又
は

取
組

ん
で

い
な

い
理

由
】

C
実

績
b

東
北
及
び
全
国
の
状
況

②
デ
ー
タ
等
の
出
典

A
継
続

③
把
握
す
る
時
期

当
該
年

度
中

月
翌
年
度

翌
々
年
度

月
月

総 合 評 価

B
改

善
し

て
継

続
◎
指
標
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
の
効
果
の
把
握
方

法
C
見
直

し
①
指
標
を
設
定
す
る

こ
と
が
出
来
な
い
理
由

D
休
廃

止

E
終
了

②
見
込
ま
れ
る
効
果

及
び
具
体
的
な
把
握
方
法
(
デ
ー
タ
の
出
典
含
む
)

２
次
評
価

必
要
性

A
B

C
C

有
効
性

A
B

C
効
率
性

A
B

A
継
続

総 合 評 価

１
次
評
価

評
価

結
果

B
改

善
し

て
継

続

課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性

a
c

b
C
見

直
し

【 理 由 】

D
休

廃
止

E
終
了

必 　 要 　 性 　 の 　 観 　 点

A
a

c
住
民
ニ
ー
ズ
に
照
ら
し
た
妥
当
性

b
評
価
結
果
の
当
該
事
業
へ
の
反
映
状
況
等
(
対
応
方
針
)

【 理 由 】
B

c
県
関
与
の
妥
当
性

（
民
間
、
市
町
村
、
国
と

の
役
割
分
担
）

a
b

法
令

・
条

例
上

の
義

務
内

部
管

理
事

務
県

で
な

け
れ

ば
実

施
で

き
な

い
も

の
C

民
間

・
市

町
村

で
実

施
可

能
で

あ
る

が
県

が
関

与
す

る
必

要
性

が
認

め
ら

れ
る

も
の

政
策
評
価
委
員
会
意
見

【 理 由 】

基
礎

学
力

向
上

の
た

め
の

指
数

●
○

●
設

定
通

過
率

に
達

し
た

設
問

数
÷

全
学

年
・

全
教

科
の

設
問

数
×

１
０

０
○

●
○

○
○

○
●

●
0
1

0
2

0
3

0
4

0
5

0
6

0
7

○
 
 
 
 
 
 
 
 
7
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
5

 
 
 
 
 
 
 
 
7
5
 
 
 
 
 
 
 
 
7
5

 
 
 
 
 
 
 
 
7
5
 
 
 
 
 
 
 
 
7
5

 
 
 
 
 
 
 
 
7
5

 
 
 
 
 
 
 
 
7
5

 
 
 
 
 
 
7
5
.
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
7
4
.
9 

 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

○
●

ｂ
／

ａ
1
0
0
.
5
%

 
9
9
.
9
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
 
 

○
○

○
比

較
デ

ー
タ

な
し

令
和

0
2
年

度
の

効
果

令
和

0
1
年

度
の

効
果

県
学

習
状

況
調

査
令

和
0
2
年

度
の

決
算

額
令

和
0
1
年

度
の

決
算

額
○

○
○

●
0
3

質
問

紙
に

お
け

る
特

定
の

項
目

で
の

好
意

度

●
好

意
度

＝
（

勉
強

が
好

き
の

割
合

＋
勉

強
が

よ
く

わ
か

る
）

／
２

●
○

○
●

0
1

0
2

0
3

0
4

0
5

0
6

0
7

○
●

○
○

 
 
 
 
 
 
 
 
6
0

 
 
 
 
 
 
 
 
6
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
0

 
 
 
 
 
 
 
 
6
0

 
 
 
 
 
 
 
 
6
0
 
 
 
 
 
 
 
 
6
0

 
 
 
 
 
 
 
 
6
0

 
 
 
 
 
 
 
 
6
0

旅
費

等
の

見
直

し
に

よ
り

コ
ス

ト
縮

減
に

取
り

組
ん

で
い

る
も

の
の

、
効

果
の

発
現

が
小

さ
い

。
 
 
 
 
 
 
8
1
.
1  

 
 
 
 
 
8
0
.
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
0

ｂ
／

ａ
 
 
 
 
 
 

1
3
5
.
2
%

 
 
1
3
4
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
0
%

 
 
 
 
0
%

比
較

デ
ー

タ
な

し

県
学

習
状

況
調

査
　

指
標

と
し

た
県

学
習

状
況

調
査

に
か

え
る

設
定

通
過

率
の

通
過

割
合

が
目

標
を

わ
ず

か
に

下
回

っ
た

も
●

の
の

、
概

ね
目

標
値

を
達

成
し

た
と

捉
え

ら
れ

る
状

況
で

あ
る

。
学

力
向

上
フ

ォ
ー

ラ
ム

の
よ

う
に

新
型

○
○

●
0
3

○
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

を
受

け
、

実
施

で
き

な
か

っ
た

事
業

が
あ

っ
た

が
、

本
県

の
学

力
向

上
の

取
組

に
つ

い
て

の
情

報
発

信
は

、
あ

る
程

度
区

切
り

を
迎

え
た

と
判

断
し

て
い

る
。

今
後

は
、

こ
れ

ま
○

で
の

事
業

の
成

果
を

踏
ま

え
つ

つ
、

事
業

の
在

り
方

や
進

め
方

の
見

直
し

を
図

り
な

が
ら

、
各

学
校

に
お

○
け

る
学

力
向

上
の

取
組

を
支

援
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。

○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

（
２

次
評

価
対

象
外

）
○ ○

●
○

○
○

　
県

学
習

状
況

調
査

の
実

施
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

感
染

拡
大

に
よ

り
全

国
学

力
・

学
習

○
状

況
調

査
の

実
施

が
不

確
定

な
中

で
、

県
内

の
各

学
校

の
学

習
状

況
を

把
握

す
る

上
で

大
変

有
益

で
あ

る
。

ま
た

、
学

校
訪

問
指

導
や

各
種

研
修

会
の

実
施

は
、

特
に

若
手

教
員

の
指

導
力

向
上

に
大

き
く

貢
献

す
○

る
も

の
で

あ
る

。
●

●
○

○
　

各
学

校
に

お
い

て
、

県
学

習
状

況
調

査
や

学
力

向
上

支
援

Ｗ
ｅ

ｂ
を

活
用

し
、

児
童

生
徒

の
学

力
を

客
観

的
に

把
握

し
た

り
、

授
業

改
善

へ
の

取
組

を
工

夫
し

た
り

し
て

お
り

、
学

力
向

上
支

援
Ｗ

ｅ
ｂ

は
ほ

ぼ
全

て
の

学
校

で
活

用
さ

れ
て

い
る

。
○

○
●

○
□

□
■

○
□

　
ベ

テ
ラ

ン
教

員
の

大
量

退
職

や
若

手
教

員
の

増
加

に
関

わ
っ

て
の

児
童

生
徒

の
学

力
の

状
況

を
客

観
的

に
把

握
し

、
課

題
の

改
善

に
向

け
た

取
組

を
進

め
る

た
め

に
、

県
学

習
状

況
調

査
の

実
施

は
不

可
欠

で
あ

る
。

ま
た

、
学

力
向

上
支

援
Ｗ

ｅ
ｂ

で
の

学
習

資
料

等
の

提
供

や
各

種
研

修
会

は
、

小
規

模
化

す
る

学
校

へ
の

支
援

と
し

て
重

要
で

あ
る

。
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